
長野市監査委員告示第11号 

 

地方自治法第199条第12項及び第252条の38第６項の規定に基づき、長野

市長から措置を講じた旨の通知があったので、同項の規定によりその内容

を公表します。 

平成28年６月21日 

長野市監査委員    鈴 木 栄 一 

同           小 澤 輝 彦 

同      近 藤 満 里 

同           小 林 治 晴 
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措置の通知書 

 

平成 27 年度 定期監査（中期・後期）（27監査第 204 号）分 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

 

１ 重点事項 

(1) 調定事務を適時に行うべきもの 

（報告書３ページ） 

ア 行政財産使用料について、歳入調定の手続

きが遅滞していた事例が散見された。 

長野市市有財産条例によると、使用料は、

使用の許可の際に使用者から徴収するとされ

ている。 

  調定誤りや調定漏れ防止のため、適正な調

定事務をされたい。 

（交通政策課・農業政策課・スポーツ課 

・教育委員会総務課・生涯学習課・博物館） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 市バスの定期券販売において、納入通知書

兼納付書を発行した際に歳入調定の事務処理

を行わず、３か月が経過して実際に入金があ

った際に処理をしていた事例があった。 

調定誤りや調定漏れ防止のため、適正な調

定事務をされたい。 

（交通政策課） 

 

 

ウ 授業料の調定について、４月１日に行うべ

きところ、２年生分について１か月遅れて調

定されていた。 

適正な調定事務をされたい。 

（市立長野高等学校） 

 

 

 

 

 

 

 

行政財産使用料の歳入調定手続き遅滞について

は、職員の歳入調定事務に関する認識誤りが原因で

あるため、28 年２月に課内で使用許可と歳入調定

を一体的に事務処理を行うことを改めて確認し、複

数職員によりチェックすることとした。 

（交通政策課） 

 

歳入調定の手続きが遅滞していた事例について

は、事務処理の遅れが原因であったため、許可日と

同日に処理するよう所属職員に周知し、改善を図っ

た。 

（農業政策課） 

 

 歳入調定の手続きが遅滞していた事例について

は、事務処理の遅れが原因であったため、指摘以降

は、管理担当全職員に周知し、事務の改善を図った。 

（スポーツ課） 

 

 

市バス定期券の歳入調定手続きの遅延について

は、支所扱いの定期券販売の事務手順が不徹底であ

ったことが原因であるため、28年１月及び４月に、

各支所の担当者に連絡し、手順の徹底を図った。 

（交通政策課） 

 

 

 

 

（教育委員会分は別途教育委員会で報告） 
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措置の通知書 

 

平成 27 年度 定期監査（中期・後期）（27監査第 204 号）分 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

 

(2) 確認検査を適正に行うべきもの 

（報告書３ページ） 

契約書の作成を省略した業務委託契約に

ついて、支出命令書の確認検査欄が未記入の

事例があった。 

長野市契約規則では、契約書を作成した場

合、検査職員は検査調書を作成し、市長に提

出しなければならないとし、契約書の作成を

省略した場合は、支出調書等に検査年月日及

び検査職員の氏名を記入し、押印することで

これに代えることができるとしている。 

規則に基づき、適正な確認検査をされた

い。 

（企画課） 

 

 

２ 収入事務 

(1) 徴収事務を適正に行うべきもの 

（報告書３ページ～４ページ） 

ア 行政財産の使用料は、長野市市有財産条例

に基づいて算定方法が定められているが、算

定の根拠となる使用面積や建築価格の錯誤

により、誤った金額を徴収していた事例があ

った。 

  条例に基づき、適正な金額で徴収された

い。 

（人権・男女共同参画課・長野図書館） 

 

 

イ 行政財産の使用料において、土地の貸付

けについては、消費税法により原則として

消費税を課さないと定められているが、長

野市市有財産条例で定める使用料に消費税

相当分を加算し、過大に徴収していた事例

があった。 

    法令等に基づき、適正な金額で徴収された

い。 

（交通政策課・地域活動支援課 

・スポーツ課・農業政策課） 

 

 

 

 

 

 

確認検査については、職員の認識不足が原因であっ

た。再発防止のため、定期監査（後期）に伴う確認事

項が監査委員事務局から送付されたことを契機に、所

属内において長野市契約規則第 51 条を周知すること

で改善を図った。 

（企画課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 行政財産使用料の算定については、公有財産台帳

（建物）に記載された建築価格を使用することを課内

周知し、適正な算定を行うことを徹底することで改善

を図った。 

（人権・男女共同参画課） 

 

（教育委員会分は別途教育委員会で報告） 

 

 

 

土地の貸付に係る行政財産の使用料算定において、

誤って消費税分を加算したことについては、担当職員

の認識誤りが原因であり、28 年２月に調定額を修正

し、過誤納金を還付した。 

（交通政策課） 

 

 

 

 

 

（次頁に続く） 
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措置の通知書 

 

平成 27 年度 定期監査（中期・後期）（27監査第 204 号）分 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 公民館の冷暖房料については、長野市立公

民館条例に基づき、市長が別に定めた金額

を徴収するものとしているが、定められた

金額と相違する金額を徴収していた事例が

あった。 

  条例に基づき、適正な金額で徴収された

い。 

（城山公民館） 

 

（続き） 

 

大豆島総合市民センターのガス制圧施設（ガバナ）

設置料については、フェンス等を設置して使用してい

ることから、消費税法でも例外的に課税としているケ

ースに該当するものと判断し、平成 25 年度から消費

税相当分を加算し、徴収してきたが、税務署にも照会

し、フェンス等の設置を使用者側が行っている場合

は、非課税とすることが確認できたため、平成 28 年

度から非課税とすることで改善をはかった。また、平

成 25～27 年度までの使用料についても、消費税分を

還付する。 

             （地域活動支援課） 

 

使用料に消費税相当分を加算し、過大に徴収してい

たことについては、駐車場の一部を倉庫置き場として

貸付けた事例について、行政財産使用料計算書（土地）

の消費税課税区分説明欄のただし書き「使用期間が１

か月未満の場合及び駐車場施設等を使用許可する場

合は課税対象となる」の駐車場等に該当すると判断し

たものだが、関係者間でも判断が分かれていたため、

指摘以降は非課税扱いに統一を図った。 

（スポーツ課） 

 

土地の貸付に係る行政財産の使用料算定において、

誤って消費税分を加算したことについては、担当職員

の認識誤りが原因であり、所属職員に対し、非課税と

することで周知徹底した。 

なお、過大徴収分については、調定額を修正し、過

誤納金を還付する。 

（農業政策課） 

 

 

（教育委員会分は別途教育委員会で報告） 
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措置の通知書 

 

平成 27 年度 定期監査（中期・後期）（27監査第 204 号）分 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

 

エ 長野県議会議員一般選挙の執行経費につ

いては、「国会議員の選挙等の執行経費の基

準に関する法律」に準じて算定し、長野県よ

り交付を受けているが、執行状況報告に記載

した金額の錯誤により、交付額が本来の額よ

り少なくなっていた。 

適正な収納金額の算定を徹底されたい。 

（選挙管理委員会事務局） 

 

 

(2) 納入義務者を適正に設定すべきもの 

（報告書４ページ） 

市営運動場の使用料について、施設の使用

者と使用料納入義務者が一致しないものが、

一部の施設で散見された。使用者の合宿先を

納入義務者として調定していた事例である。 

適正な納入義務者を設定されたい。 

（スポーツ課） 

 

 

 

(3) 滞納整理事務を適正に行うべきもの 

（報告書４ページ） 

改良住宅使用料について、納期限までに納

入されなかった場合は、市税以外の諸収入金

に対する手数料及び延滞金徴収条例の規定

により、納期限後 20 日以内に督促しなけれ

ばならないとされているが、督促をしていな

い事例や、納期限後 20 日を超えてから督促

をしていた事例があった。 

条例に基づき、適正な事務処理を徹底され

たい。 

（人権・男女共同参画課） 

 

 

（選挙管理委員会事務局分は別途選挙管理委員会事

務局で報告） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 使用者の合宿先を納入義務者として調定していた

ことについては、使用者から「使用料の納入は連絡責

任者（合宿先）が行う」との申し出があったため、合

宿先を納入義務者としていたが指摘以降は、使用料の

納入義務者は使用者であることを合宿先に周知し、使

用者が使用料を納入するよう改善を図った。 

（スポーツ課） 

 

 

 

 

平成 28 年 2 月以降の督促分については、市税以外

の諸収入金に対する手数料及び延滞金徴収条例を再

確認し、条例に従い、納期限後 20日以内に督促をし、

適正な徴収事務を行うことを徹底することで改善を

図った。 

（人権・男女共同参画課） 
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措置の通知書 

 

平成 27 年度 定期監査（中期・後期）（27監査第 204 号）分 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

 

(4) 政務活動費の精算を適正に行うべきも    

の 

（報告書４ページ） 

政務活動費は、議員自らが使途に関して申

し合わせた「長野市議会政務活動費運用指

針」に従い使用されるものであるが、運用指

針に照らし整合しない支出、旅費等の計算誤

りがあった。 

支出内容の審査は確実に行い、適正な精算

事務を徹底されたい。 

       （議会事務局） 

 

 

(5) 適正な書類を整備すべきもの 

（報告書５ページ） 

農村文化交流センターの使用料について

は、長野市大岡農村文化交流センターの設置

及び管理に関する条例で「食事の提供に要す

る費用として市長が別に定める額」を加えて

得た額を、「市長が別に定める方法」により

納付することとしているが、これを定める書

類が整備されていなかった。 

条例等に基づき、適正な書類を整備された

い。 

（学校教育課） 

 

 

(6) 預金利子の収入事務を適切に行うべきも

の 

（報告書５ページ） 

資金前渡口座における預金利子が、速やか

に市の会計へ収入されていない事例があっ

た。 

適切な収入事務を徹底されたい。 

（第一学校給食センター） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（議会事務局分は別途議会事務局で報告） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教育委員会分は別途教育委員会で報告） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教育委員会分は別途教育委員会で報告） 
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措置の通知書 

 

平成 27 年度 定期監査（中期・後期）（27監査第 204 号）分 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

 

３ 支出事務 

(1) 時間外勤務手当の事務を適正に行うべき

もの 

（報告書５ページ） 

時間外勤務手当について、勤務実績の入力

漏れによる支払不足があった。 

勤務命令に対しては、直接責任者による実

施確認に併せて、実績入力の確認を行うよう

努められたい。           

 （市民税課・観光振興課・長野図書館） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 旅費の支出事務を適切に行うべきもの 

（報告書５ページ） 

旅費について、用務先の最寄駅の錯誤によ

り鉄道賃が過支給となっていた事例があっ

た。 

旅費の手引に基づき、適切な事務処理をさ

れたい。 

（博物館） 

 

 

    

    

    

    

    

    

指摘事項については、時間外勤務の実績入力が漏れ

ていたもので、平成 27 年 11 月 27 日に職員全員に対

し、各自の実績入力を毎月末に改めて確認するととも

に直接責任者による実施確認を徹底することで改善

を図った。 

 （市民税課） 

 

支払い不足となった原因は、時間外勤務命令申請の

後の時間外勤務実施申請のシステムにおける入力を

漏らしていたことが原因であった。 

指摘があった直後に、時間外勤務命令申請及び実施

申請の入力・決裁を行う際には、勤務時間の正確な入

力、必要事項の入力漏れが無いことの確認等、入力時

及び決裁時のチェックを慎重に行うよう、課内に周知

徹底することで改善を図った。 

（観光振興課） 

 

（教育委員会分は別途教育委員会で報告） 

 

 

 

 

（教育委員会分は別途教育委員会で報告） 
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措置の通知書 

 

平成 27 年度 定期監査（中期・後期）（27監査第 204 号）分 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

 

(3）支出事務を適正に行うべきもの 

（報告書５ページ） 

ア 業務委託料の支払いについて、契約書では

「請求を受けた日から 30 日以内に委託料を

支払わなければならない。」と規定していた

が、請求書受理日から 30 日を超えて支払っ

ていた。 

契約書に基づき、適正な支出事務をされた

い。 

（長野図書館） 

 

イ ノートパソコン等の賃借料について、前金

払いにより支払いが行われていた事例があ

った。 

前金払いをすることができるものは、地方

自治法施行令第 163 条及び長野市財務規則

第 66 条に掲げられた経費とされており、こ

れには該当しないものであった。 

法令等に基づき、適正な支出事務をされた

い。 

（市民税課・スポーツ課・市立長野高等学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

（教育委員会分は別途教育委員会で報告） 

 

 

 

 

 

 

 

 

指摘事項については、旧中条村から引き継いだ機器

使用料の契約であり、当初の契約から前金払いが定め

られていたものである。引き継ぐにあたり当課では、

前金払いに該当すると認識を誤ったものである。 

なお本契約は、平成 26年 9 月 30 日をもって終了し

ており、今後は、法令に基づき適正な事務を行うよう、

平成 27 年 11 月 27 日に職員全員で契約、会計事務の

手引きを再確認し、徹底を図ることで改善を図った。 

 （市民税課） 

 

ノートパソコン等の賃借料について、前金払いによ

り支払いが行われていたことについては、契約の相手

方からの依頼を、地方自治法施行令及び長野市財務規

則の確認をせずに行ったことが原因であったため、指

摘以降は、契約の相手方に、前金払いできる経費に該

当しない旨説明し、再契約することで改善を図った。 

（スポーツ課） 

 

（教育委員会分は別途教育委員会で報告） 
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措置の通知書 

 

平成 27 年度 定期監査（中期・後期）（27監査第 204 号）分 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

 

(4)立替払いについて改善すべきもの 

（報告書６ページ） 

会議用食糧費の支払いにおいて、資金前渡

口座に入金されていた現金を支出せず、職員

が立て替えて支払っていた事例があった。 

資金前渡された経費について、適切に処理

されたい。 

（豊野支所） 

 

 

(5) 源泉徴収を適切に行うべきもの 

（報告書６ページ） 

人権相談員の報酬額のうち交通費相当分

について、源泉徴収をしていなかった。 

適切な源泉徴収事務をされたい。 

（人権・男女共同参画課） 

 

 

(6) 適切な科目から支出すべきもの 

（報告書６ページ） 

グラウンド整地用の山砂の購入について、

（節）原材料費からでなく（節）需要費から

支出されていた。 

適切な支出科目で処理されたい。 

（教育委員会総務課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指摘事項については、会議出席職員と事務担当者と

の間で連絡不足だったことが原因であったため、 

指摘のあった平成27年９月から、資金前渡による支出

について、適正な事務執行を行うことを支所内で周知

徹底し、改善を図った。 

（豊野支所） 

 

 

 

 

長野市特別職の職員の給与に関する条例を再確認

し、条例に従い、平成 28 年 1 月以降の交通費相当分

については源泉徴収を行うことにより改善を図った。 

（人権・男女共同参画課） 

 

 

 

 

（教育委員会分は別途教育委員会で報告） 
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措置の通知書 

 

平成 27 年度 定期監査（中期・後期）（27監査第 204 号）分 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

 

(7) 適正な請求書を受理すべきもの 

（報告書６ページ） 

支所発地域力向上支援金の交付において、

代表者印が押印されていない請求書を受理

し、支出を行っていた事例があった。 

長野市会計事務の手引に基づき、適正な請

求書の受理を徹底されたい。 

（地域活動支援課） 

 

 

(8) 郵便切手等の購入を適正に行うべきもの 

（報告書６ページ） 

連絡所の簡易郵便局業務で使用する現金

封筒について、販売用に保管している在庫を

使用し、代金の支払いを行っていなかった。 

郵便切手等の購入について、適正に行われ

たい。 

（篠ノ井支所信里連絡所） 

 

 

４ 契約事務 

(1)  契約締結事務を適正に行うべきものもの 

（報告書６ページ～７ページ） 

ア 地方自治法施行令第 167 条の２第１項第 

５号では、随意契約によることができるもの 

の一つとして、「緊急の必要により競争に付 

することができないとき」を掲げている。ま 

た、その取り扱いについては、契約の手引に 

おいて明示されている。 

林道側溝浚渫業務委託は、例年同一時期

に、ほぼ同一箇所を計画して実施していたも

のであり、緊急の必要により競争に付するこ

とができない場合ではないにもかかわらず、

緊急処理業務委託として随意契約していた

ものであった。 

法令等に基づき、適正な契約事務をされた

い。 

（豊野支所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第一地区民生児童委員協議会への支所発地域力向

上支援金の交付については、請求書に押印された団体

印を会長印（代表者印）と錯誤していたため、改めて

会長印を押印いただいた。 

             （地域活動支援課） 

 

 

 

 

 

連絡所の簡易郵便局業務で、郵便切手等を長野南郵

便局から購入するために使用する現金封筒は、平成

28年３月 24日に篠ノ井支所で購入し、販売用に保管

している在庫と分けて、使用簿を活用し管理すること

で改善を図った。 

（篠ノ井支所信里連絡所） 

 

 

 

 

 

指摘事項については、梅雨時期の前に全路線の浚渫

の実施が必要であること、及び、林道路線延長が長く

現場の土砂の堆積量が不明なため、土量の特定が困難

であることから緊急処理業務としたものであるが、指

摘のあった平成27年９月から、契約規則及び契約の手

引きに則って、適正な事務執行を行うことを支所内で

周知徹底し、改善を図った。 

（豊野支所） 
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措置の通知書 

 

平成 27 年度 定期監査（中期・後期）（27監査第 204 号）分 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

 

イ 長野市契約規則第 31 条第１項では、随意契

約によるときは、原則として２人以上の者か

ら見積書を徴するものとされており、同条同

項ただし書きに該当するときは、１人の者か

ら見積書を徴し、随意契約をすることができ

るとされている。 

屋外照明器具等の賃貸借契約において、こ

のただし書きに該当しないにもかかわらず、

見積書の徴取は１人の者からであった。 

規則に基づき、適正な契約事務をされたい。 

（選挙管理委員会事務局） 

 

ウ 登録外業者との契約締結伺いについて、契

約課との合議がされていない事例が散見され

た。 

契約の手引に基づき、適正な事務処理をさ

れたい。 

（秘書課・市民税課・保健給食課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 財産管理事務 

(1) 行政財産使用許可事務を適正に行うべきも

の 

（報告書７ページ～８ページ） 

ア 行政財産のうち教育財産の使用許可につい

ては、「地方教育行政の組織及び運営に関する

法律」で、教育委員会の職務権限とされてい

るが、使用許可申請書の申請先、及び使用許

可書の許可者が共に市長となっている事例が

散見された。 

法令に基づき、適正な事務処理をされたい。 

（教育委員会総務課・市立長野高等学校・保健

給食課・生涯学習課・長野図書館・博物館） 

 

 

（選挙管理委員会事務局分は別途選挙管理委員会

事務局で報告） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 登録外業者との契約締結伺いについては、契約の

手引きに従い契約課との合議を行うよう、平成 28

年３月 10 日に課内職員に対し周知徹底することで

改善を図った。 

（秘書課） 

 

指摘事項については、担当職員の認識不足が原因

だったことから、認識を改めるため、平成 27 年 11

月 27 日に職員全員で契約、会計事務の手引きの再

確認を行った。 

また、契約締結にあたって、担当、決裁者各々再

確認を徹底することとし、今後は、規則に基づき適

正な処理を行うよう改善を図った。 

 （市民税課） 

 

（教育委員会分は別途教育委員会で報告） 

 

 

 

 

 

（教育委員会分は別途教育委員会で報告） 

 



11 

 

措置の通知書 

 

平成 27 年度 定期監査（中期・後期）（27監査第 204 号）分 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

 

イ 長野市事務決裁規程及び行政財産使用許可

事務の手引では、行政財産の使用許可に当た

り、「市長が公益上特に必要があると認める場

合」や、「減免前の使用料年額が 100 万円以上

の場合の減免」については、部長の専決事項

とされているが、課長が専決していた事例が

あった。 

規程等に基づき、適正な事務処理をされた

い。 

（産業政策課・農業土木課） 

 

 

 

ウ 樽池運動公園広場の使用許可について、長

野市樽池運動公園広場の設置及び管理に関す

る条例施行規則で定める使用許可書を交付し

ていなかった。 

    規則に基づき、適正な事務処理をされたい。 

（森林整備課） 

 

エ 大岡農村文化交流センターの使用許可につ

いて、申請事項に変更があった際、長野市大岡

農村文化交流センターの設置及び管理に関す

る条例施行規則で定める申請書の再提出がさ

れていない事例が散見された。 

  規則に基づき、適正な事務処理をされたい。 

（学校教育課） 

 

 

 

 

 

行政財産の使用許可については、誤った認識によ

り事務処理を行っていたものであることから、12

月に規定を再周知し、適正な事務処理を徹底した。 

（産業政策課） 

 

行政財産の使用許可については、長野市事務決裁

規程及び行政財産許可事務手引きに関する規定の

職員の認識不足が原因であったため、12月中に規程

等を周知し、指摘以降申請のあった場合は、規程等

再確認することを周知徹底することで改善を図っ

た。        

（農業土木課） 

 

平成 28年度の施設の開場（５月１日）に当たり、

４月 26 日に森林整備課、鬼無里支所及び管理運営

委託事業者で新たに作成した使用許可書の交付作

業について確認を行い、改善を図った。 

              （森林整備課） 

 

 

（教育委員会分は別途教育委員会で報告） 

 



12 

 

措置の通知書 

 

平成 27 年度 定期監査（中期・後期）（27監査第 204 号）分 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

 

６ その他の事務 

(1) 確認検査を適正に行うべきもの 

（報告書８ページ） 

ア 契約書を作成した賃貸借契約について、賃

貸借契約完了後における検収調書を作成して

いない事例があった。 

長野市契約規則では、契約書を作成した場

合、検査職員は検収調書を作成し、市長に提

出しなければならないとしている。 

規則に基づき、適正な確認検査をされたい。 

（秘書課・市民税課） 

 

 

 

 

 

 

 

イ 地上薬剤散布業務委託の完了届に添付され

ていた作業写真について、仕様書では、薬剤

積込状況等の確認ができる写真を添付するこ

ととされていたが、２回目の散布において、

１回目の作業写真と同一のものが添付されて

いた。 

担当課において十分な書類確認を行うとと

もに、適切な写真の添付を事業者に指導され

たい。 

（森林整備課） 

 

 

(2) 公印の管理を適正に行うべきもの 

（報告書８ページ） 

長野市消防公印規則では、消防団印の管守

者は総務課長と規定されているが、警防課長

が管理していた。 

規則に基づき、適正な管理をされたい。 

（消防局総務課・警防課） 

 

 

 

 

 

 

契約書を作成した賃貸借契約については、長野市

契約規則に従い賃貸借契約完了後における検収調

書を作成するよう、平成 28 年３月 10 日に課内職員

に対し周知徹底することで改善を図った。 

（秘書課） 

 

指摘事項については、担当職員の認識不足が原因

だったことから、認識を改めるため、平成 27 年 11

月 27 日に職員全員で契約、会計事務の手引きの再

確認を行った。 

また、契約完了の際には、担当、決裁者各々再確

認を徹底することとし、今後は、規則に基づき適正

な処理を行うよう改善を図った。 

 （市民税課） 

 

地上薬剤散布作業は、薬剤積込から散布作業まで

職員が立ち合い、確実に作業が行われていることを

確認しているが、提出された作業写真に誤りがあっ

たことから、平成 27年 11 月に事業者に適切な作業

写真の添付をするよう注意、指導した。 

書類確認においては、職員が１回目と２回目の作

業写真を比較する検査作業も行うこととし、改善を

図った。 

               （森林整備課） 

 

 

 

 

 

公印の管理を適正に行うべきものについては、使

用頻度を重視したことが原因であったため、保管場

所を含めた管理体制を再度徹底し、管守者が責任を

持って適正に管理することで改善を図った。（平成

28年 2月 18 日） 

           （消防局総務課・警防課） 
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措置の通知書 

 

平成 27 年度 定期監査（中期・後期）（27監査第 204 号）分 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

 

(3) 各種団体の契約事務を適切に行うべきもの 

（報告書８ページ） 

有害鳥獣捕獲檻管理委託事業は、猟友会（長

野市）連絡協議会との随意契約により実施さ

れており、同協議会はいのしか対策課に事務

局を置く団体である。 

この管理委託契約について、発注者が定め

る予定価格と、受注者が定める見積額の双方

をいのしか対策課長が決定していた。 

見積額の決定に当たっては、予定価格の決

定に関わる同一の職員が関与することのない

よう、適切な契約事務をされたい。 

（いのしか対策課） 

 

 

(4) 各種団体の出納事務を適正に行うべきもの 

（報告書９ページ） 

ア 資金前渡で現金を支出しているものについ

て、請求印、受領印、精算印が押印されてい

ない事例があった。 

適正な出納事務を徹底されたい。 

（農業政策課） 

 

イ 支払証明書等の支出証拠書類が添付されて

いない事例があった。 

適正な出納事務を徹底されたい。 

（スポーツ課・いのしか対策課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

猟友会（長野市）連絡協議会は、市内の 13 支部

猟友会の総合調整と、鳥獣の保護管理を連携して進

めるために市が設置した協議会であることから、事

務局を団体に移すことは考えていない。 

 そのため、平成 27 年 12 月 10 日に課内職員によ

る研修を行い、発注業務と見積業務の双方に同じ職

員が関わることのないよう担当者を明確化し、改善

を図った。 

（いのしか対策課） 

 

 

 

 

 

 

関係職員に対し、３月 31 日までの間に関係書類

と「会計の手引き」を参照の上、適正な処理につい

て再確認を実施し徹底を図った。 

（農業政策課） 

 

 

支払証明書等の支出証拠書類が添付されていな

い事例については、講師謝礼の清算の際、支払証明

書を添付しなかったことが原因であったため、指摘

以降は、要件を具備した領収書を受理できない場合

には支払証明書を作成し添付するよう職員に周知

した。 

（スポーツ課） 

 

長野市猟友会が猟友会（長野市）連絡協議会に支

払った負担金の領収書が添付されていなかったこ

とについては、平成 27年 12 月 10 日の課内会議で、

支出証拠書類には支払証明書等を添付することを

徹底し、改善を図った。 

（いのしか対策課） 
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措置の通知書 

 

平成 27 年度 定期監査（中期・後期）（27監査第 204 号）分 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

 

ウ 長野市立学校図書館運営費補助金の交付対

象となる経費は図書館司書の委託料である。

各学校の図書館運営委員長（学校長）は、図

書館司書との契約に基づき委託料を支払って

いる。 

この委託料に関し、契約書では時給により

計算することとしていたが、勤務状況が確認

できる出勤簿等は整備されておらず、毎月定

額の委託料を支払っていた。 

交付された補助金について、適正な事務処

理を徹底されたい。 

（湯谷小学校） 

 

 

（教育委員会分は別途教育委員会で報告） 
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措置の通知書 

 

平成 27 年度 定期監査（中期・後期）（27監査第 204 号）分 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（意見） 

 

第５ 意 見 

(4) 行政財産の適切な管理について 

（報告書 10 ページ） 

支所や小中学校、その他出先機関等に勤務

する職員、教員が自家用車で通勤する場合、

多くの施設において敷地内を駐車場として使

用させているが、行政財産の目的外使用に係

る適切な手続きを経ていない事例が多数判明

した。 

地方自治法では、行政財産の目的外使用に

ついて、その用途、目的を妨げない範囲にお

いて許可することができるとされている。公

務のために自家用車を使用するケースもある

ことから、駐車場の使用実態を詳細に調査の

上、その使用目的や条件を明確にするととも

に、使用料の徴収も含め、適切な使用許可に

係る基準、規定を整備するなど、行政財産目

的外使用に係る必要な手続きを確実に行い、

適切な財産管理に努められたい。 

（管財課） 

 

 

 

 

 

現在、市有施設を所管する全ての所属長（上下水

道局等一部を除く。）宛てに現況等の照会を行い、

使用実態について調査中。 

 今後、調査結果を踏まえ、適正な財産管理の在り

方について、検討する予定。 

（管財課） 

 

  


